
 

 

 

 

 

 

横須賀市 

外郭団体の状況 
平成 26 年度（2014 年度）決算版 

 

 

 
平成 27 年（2015 年）10 月 

 

横 須 賀 市 



 

 

はじめに 

 
 

横須賀市では、平成 26 年 2 月に改正した『行政改革大綱』に基づき、

行政改革に取り組んでいます。このなかで外郭団体については、各団体

の設立目的や存在意義を常に検証し、事業や組織の見直しを継続して行

うことで、健全な運営を目指すこととしています。 

本書では、本市の外郭団体の情報発信の一環として、外郭団体の定義

と 26 年度の財務状況等の概要を一覧にして取りまとめています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一般社団法人横須賀市観光協会について 

一般社団法人横須賀市観光協会は、平成 27 年４月１日に設立されましたので、

26 年度の財務状況等の記載はありません。 
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１１  横横須須賀賀市市のの外外郭郭団団体体のの定定義義とと対対象象団団体体    

 

外郭団体の定義は、一般的に定まったものはなく自治体によって異なりますが、第三セクター等の

経営健全化等に関する指針（平成 26 年８月５日、総務省通知）では、地方公共団体が 25％以上を出

資（出えんを含む。以下、「出資等」）している法人、地方公共団体が損失補償等の財政援助を行って

いる法人、その他地方公共団体がその経営に実質的に主導的な立場を確保していると認められる法人

及び地方公社を対象団体としています。 

これらの状況を踏まえ、本市では外郭団体の範囲を以下の基準で定義し、現在 11 団体を外郭団体と

しています。 

 

（１）市議会に経営状況を報告する義務がある法人 （７団体） 

 

① 土地開発公社 （１団体） 

・横須賀市土地開発公社 

   

② 本市が資本金等の２分の１以上を出資している法人 （５団体） 

・一般財団法人 シティサポートよこすか 

・公益財団法人 横須賀市生涯学習財団 

・公益財団法人 横須賀芸術文化財団 

・公益財団法人 横須賀市産業振興財団 

・公益財団法人 横須賀市健康福祉財団 

 

③ 本市が資本金等の４分の１以上、２分の１未満を出資し、条例で定めた法人 （１団体） 

・横須賀中央まちづくり株式会社 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地方自治法 第 243 条の３第２項 普通地方公共団体の長は、第 221 条第３項の法人について、毎事業年度、政令で 

                定めるその経営状況を説明する書類を作成し、これを次の議会に提出しなければな 

                               らない。 

 

地方自治法 第 221 条第３項 ・・普通地方公共団体が出資している法人で、政令で定めるもの、・・ 

 

地方自治法施行令 第 152 条  地方自治法第 221 条第３項に規定する普通地方公共団体が出資している法人で政令で

定めるものは、次に掲げる法人とする。 

 １ 当該普通地方公共団体が設立した･･土地開発公社及び地方独立行政法人 

              ２ 当該普通地方公共団体が資本金、基本金その他これらに準ずるものの２分の１以上

を出資している一般社団法人及び一般財団法人並びに株式会社 

              ３  当該普通地方公共団体が資本金、基本金その他これらに準ずるものの４分の１以上

２分の１未満を出資している一般社団法人及び一般財団法人並びに株式会社のう

ち条例で定めるもの 

 

市長の調査等の対象となる法人を定める条例 第２条 

地方自治法施行令第 152 条第１項第３号に規定する条例で定める法人は、本市が資本金、基本金その他これら

に準ずるものの４分の１以上２分の１未満を出資している一般社団法人及び一般財団法人並びに株式会社(本市

及び１又は２以上の同項第２号に掲げる法人(同条第２項の規定により同号に掲げる法人とみなされる法人を含

む。)が資本金、基本金その他これらに準ずるものの４分の１以上２分の１未満を出資している一般社団法人及び

一般財団法人並びに株式会社を含む。)とする。 

（根拠法令等） 
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（２）市の監査委員による監査権がある法人 （（１）の７団体に、下記１団体が加わる。） 

 

  本市が資本金等の４分の１以上を出資している法人 

・社会福祉法人 横須賀市社会福祉事業団 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）補助金等財政援助団体 （３団体） 

 

  市の出資はないが、財政的な関係から指導・調整が必要な団体として、本市が独自に定めた 

  法人 

・一般社団法人 横須賀市観光協会 

・公益財団法人 横須賀市学校給食会 

・社会福祉法人 横須賀市社会福祉協議会 

 

 

 

地方自治法 第 199 条第７項  監査委員は、・・補助金、・・損失補償・・その他財政的援助を与えているものの出納 

              その他の事務執行・・監査することができる。当該地方公共団体が出資しているもので 

                           政令で定めるもの・・借入金の元金又は利子の支払を保証しているもの、・・第 244 条 

                           の２第３項の規定に基づき公の施設の管理を行わせているもの〔指定管理者〕について 

                           も同様とする。 

 

地方自治法施行令 第 140 条の７ 地方自治法第 199条第７項後段に規定する当該普通地方公共団体が出資しているも

ので政令で定めるものは、当該地方公共団体が資本金、基本金その他これらに準ず

るものの４分の１以上を出資している法人とする。 

（根拠法令） 
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２２  横横須須賀賀市市のの外外郭郭団団体体のの状状況況    

 

（１）横須賀市の出資等の状況 

平成 26 年度末時点の外郭団体の基本財産・資本金の合計は、約 25 億円で、そのうち約 22億円

が本市の出資等です。内訳は、表１のとおりです。 

 

（表１）            外郭団体への出資等の状況                   （千円） 

団 体 名 基本財産等 うち横須賀市の出資等 出資等割合(％) 

一般財団法人 １ シティサポートよこすか 30,000 30,000 100.0 

公益財団法人 

２ 横須賀市学校給食会 5,000 0 0.0 

３ 横須賀市生涯学習財団 486,544 400,000 82.2 

４ 横須賀芸術文化財団 1,102,829 1,101,000 99.8 

５ 横須賀市産業振興財団 551,757 400,000 72.5 

６ 横須賀市健康福祉財団 202,200 200,000 98.9 

社会福祉法人 
７ 横須賀市社会福祉協議会 3,000 0 0.0 

８ 横須賀市社会福祉事業団 13,000 13,000 100.0 

地方公社 ９ 横須賀市土地開発公社 10,000 10,000 100.0 

株式会社 10 横須賀中央まちづくり 50,000 20,360 40.7 

合    計 2,454,330 2,174,360 88.6 

※ 横須賀市生涯学習財団には運用財産積立資産（本市分 50,000 千円、財団分 10,000 千円）が、横須賀芸術文化財

団には舞台・音楽芸術普及基金（本市分 1,001,000 千円、財団分 1,829 千円）が、横須賀市社会福祉事業団には運

転資金積立預金（本市分 10,000 千円）が「基本財産等」に含まれ、そのうち本市分については「うち横須賀市の

出資等」に含まれる。 

 

（２）横須賀市の外郭団体の財務状況 

  

① 資産、負債、純資産の状況 （４ページの表２を参照） 

 

・資産の状況 

外郭団体が資産として所有する現金や預金・土地・建物のうち、現金や預金はすぐに資金

として運用できる財産として流動資産に、すぐには現金化できない土地や建物などは固定資

産に計上します。平成 26 年度末時点での資産総額は約 149 億円（表２のＡ欄合計）です。

内訳は、流動資産が約 40億円、固定資産が約 109 億円となっています。 

資産全体では、資産規模の大きい一般財団法人シティサポートよこすかと土地開発公社の

２団体で約 97 億円（全体の約 65％）となっています。これらの団体は、土地や建物など資

産規模の大きな物件を所有しているため、資産額が多くなっています。 
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・負債の状況 

外郭団体の債務である、未払金や短期借入金は流動負債に、長期借入金や退職給付引当金

などは固定負債に計上します。 

平成 26 年度末時点での負債総額は約 62億円（表２のＢ欄合計）です。内訳は、流動負債

が約８億円、固定負債が約 54億円となっています。 

負債全体のうち、土地開発公社の固定負債が約 42億円（全体の約 68％）となっています。

これは、公有地取得のために長期借入を行っているためです。 

・純資産の状況 

資産から負債を引いたものが純資産です。平成 26 年度末時点の外郭団体の純資産は、約

87 億円です。 

 

 

(表２)         各 団 体 の 資 産 等 の 状 況         (千円) 

団 体 名 流動資産 固定資産 
資産計 

（Ａ） 
流動負債 固定負債 

負債計 

（Ｂ） 

純資産 

(Ａ－Ｂ) 

 
一般財団法人 

シティサポートよこすか 
499,346 4,905,443 5,404,789 495,758 193,797 689,555 4,715,234 

 
横須賀市 

学校給食会 
115,717 23,863 139,580 29,887 18,863 48,750 90,830 

 
横須賀市 

生涯学習財団 
14,178 507,230 521,408 7,784 20,670 28,454 492,954 

 
横須賀 

芸術文化財団 
205,662 1,406,728 1,612,390 132,017 82,924 214,941 1,397,449 

 
横須賀市 

産業振興財団 
35,685 558,996 594,681 3,112 7,238 10,350 584,331 

 
横須賀市 

健康福祉財団 
157,278 303,639 460,917 44,585 0 44,585 416,332 

 公益財団法人 528,520 2,800,456 3,328,976 217,385 129,695 347,080 2,981,896 

 
横須賀市社会 

福祉協議会 
48,150 346,974 395,124 28,306 109,654 137,960 257,164 

 
横須賀市社会 

福祉事業団 
467,917 264,108 732,025 75,393 42,049 117,442 614,583 

 社会福祉法人 516,067 611,082 1,127,149 103,699 151,703 255,402 871,747 

 
横須賀市 

土地開発公社 
2,447,436 1,860,940 4,308,376 6,132 4,225,693 4,231,825 76,551 

 
横須賀中央 

まちづくり株式会社 
63,036 716,175 779,211 35,778 684,402 720,180 59,031 

合 計 4,054,405 10,894,096 14,948,501 858,752 5,385,290 6,244,042 8,704,459 

※ 平成 26 年度貸借対照表総括表から算出 
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② 経営状況 

外郭団体（10団体）の経営状況は、表３のとおりです。 

表にある、当期正味財産等増減額は、各年度における収支状況を表しています。平成 26 年

度に単年度の赤字となったのは、シティサポートよこすか、生涯学習財団、芸術文化財団、社

会福祉協議会、土地開発公社、横須賀中央まちづくり株式会社の計６団体です。 

累積正味財産等増減額は、団体設立当初からの正味財産の増減（損益の積み重ね）を表して

います。 

 

 

 

（表３）          各 団 体 の 経 営 の 状 況   

団 体 名 
 当期正味財産等増減額（注１） 

平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 

 一般財団法人  

シティサポートよこすか 
△ 71,221,787 △ 108,222,858 △ 198,395,788 △ 174,507,113 

 横須賀市学校給食会 △ 28,249,232 52,197,960 △ 18,254,697 10,064,565 

 横須賀市生涯学習財団 △ 1,735,530 5,633,950 3,780,532 1,214,711 

 横須賀芸術文化財団 △ 33,085,470 △ 21,887,179 △ 9,480,471 28,515,405 

 横須賀市産業振興財団 △ 1,880,682 △ 5,867,478 △ 5,429,264 △ 514,549 

 横須賀市健康福祉財団 14,766,960 16,330,822 20,829,191 12,718,493 

公 益 財 団 法 人 △ 50,183,954 46,408,075 △ 8,554,709 51,998,625 

 横須賀市社会福祉協議会 △ 33,976,524 3,717,234 △ 10,897,145 6,053,379 

 横須賀市社会福祉事業団 82,477,943 73,997,633 49,494,202 26,287,279 

社 会 福 祉 法 人 48,501,419 77,714,867 38,597,057 32,340,658 

 横須賀市土地開発公社 △ 15,284,423 △ 88,067,356 2,529,694 △ 24,112,912 

 横須賀中央まちづくり △ 32,083,000 △ 19,241,000 △ 13,924,000 △ 40,189,000 

合   計 △ 120,271,745 △ 91,408,272 △ 179,747,746 △ 154,469,742 
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・注１ 当期正味財産等増減額：財団法人（当期一般正味財産増減額+当期指定正味財産増減額）、 

社会福祉法人（当期活動収支差額）、土地開発公社・株式会社（当期純損益） 

・注２ 累積正味財産等増減額：財団法人・社会福祉法人・土地開発公社（純資産－基本財産等）、 

株式会社（純資産－資本金） 

・注３ 基本財産等     ：横須賀市生涯学習財団には運用財産積立資産（60,000 千円）が、横須賀芸術文化財団

には舞台・音楽芸術普及基金（1,002,828 千円）が、横須賀市社会福祉事業団には運

転資金積立預金（10,000 千円）が含まれる。 

 

 

 

 

 

 

                                                                                   （円） 

 累積正味財産等    

増減額（注２） 

基本財産等 

（注３） 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

△ 66,677,113 △ 127,883,670 △ 35,944,615 4,685,233,706 30,000,000 

△ 7,015,675 7,128,919 8,097,436 85,830,321 5,000,000 

1,158,375 △ 245,949 △ 900,252 6,410,056 486,544,280 

30,600,720 29,315,896 △53,130,101 294,620,217 1,102,828,739  

144,135 315,721 4,304,994 32,574,367 551,756,932  

16,095,371 12,707,681 12,952,591 214,132,189 202,200,000  

40,982,926 49,222,268 △28,675,332 633,567,150 2,348,329,951 

△ 23,086,235 7,089,167 △41,025,954 254,164,178 3,000,000  

11,418,428 31,357,514 24,729,959 601,583,304 13,000,000  

△ 11,667,807 38,446,681 △16,295,995 855,747,482 16,000,000  

△ 12,910,145 △ 13,115,571 △ 10,909,067 66,550,863 10,000,000  

△ 40,092,000 △ 619,991,000 △ 7,903,372 9,031,139 50,000,000  

△ 90,364,139 △ 673,321,292 △ 99,728,381 6,250,130,340 2,454,329,951  
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（３）横須賀市と外郭団体との関係 

① 横須賀市からの委託料、補助金等の状況 

外郭団体は、市民サービスの向上や市の事業を補完・分担する役割があり、市との関係が深

い団体です。社会経済情勢の変化や多様化する市民ニーズへの対応を効率的・効果的に進める

ために、平成 26 年度は表４の内容で、外郭団体への業務の委託や補助を行いました。 

 

(表４) 横須賀市からの委託料、補助金等 （平成 26 年度決算額） 

団体名 委 託 料 金額（円） 補 助 金 等 金額（円） 

シティサポートよこすか 
指定管理料(6) 495,831,699   －  

業務委託料 50,953,173   －  

横須賀市学校給食会   －  補助金 24,348,377 

横須賀市生涯学習財団 
指定管理料(１) 65,101,320  － 

業務委託料 19,993,451  － 

横須賀芸術文化財団 指定管理料(１) 399,085,715 補助金 4,000,000 

横須賀市産業振興財団   －  補助金 15,590,000  

横須賀市健康福祉財団 業務委託料 26,212,656   － 

横須賀市社会福祉協議会 業務委託料 49,586,450 
補助金 99,643,028 

交付金 24,821,569 

横須賀市社会福祉事業団 
指定管理料(２) 157,461,000 補助金 33,652,475  

業務委託料 41,468,900   － 

横須賀市土地開発公社   －   － 

横須賀中央まちづくり   －    －  

合      計   1,305,694,364   202,055,449  

※指定管理料にある（ ）内の数字は施設の種類数 
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② 外郭団体の常勤職員（市ＯＢ・団体固有職員）の人数と年収 

外郭団体の常勤職員数は、表５のとおりです。平成 27年３月 31日現在、155 人の職員が外

郭団体に勤務しています。そのうち、横須賀市退職者（以下、「市ＯＢ職員」）は 20 人です。

土地開発公社は、シティサポートよこすかの職員が一部併任しています。 

表５の下にあるグラフは、市ＯＢ職員 20 人と団体固有職員 126 人の年収を表しています。

毎月の基本給に、管理職手当やボーナスなどを加えたもので、扶養手当や住居手当など、個人

の事情により変動する手当は除いています。市ＯＢ職員の平均年収は約 386 万円、団体固有職

員の平均年収は約 490 万円です。 

 

            外郭団体の常勤職員等   （平成 27 年 3 月 31 日現在、単位：人） 

団 体 名 
常勤役職員

等合計 

常勤役員等 常勤職員 

市ＯＢ その他 市ＯＢ 団体固有 その他 

シティサポートよこすか ３３ １ － ８ １６ ８ 

横須賀市学校給食会 ２ － － － ２ － 

横須賀市生涯学習財団 ６ １ － － ５ － 

横須賀芸術文化財団 １７ １ － １ １５ － 

横須賀市産業振興財団 ２ － １ － １ － 

横須賀市健康福祉財団 ５１ １ － ２ ４８ － 

横須賀市社会福祉協議会 １２ １ － － １１ － 

横須賀市社会福祉事業団 ３０ １ － ２ ２７ － 

横須賀市土地開発公社 － － － － － － 

横須賀中央まちづくり ２ １ － － １ － 

合  計 １５５ ７ １ １３ １２６ ８ 

※常勤役員等（事務局長を含む）は、給与支給者のみ 

※常勤職員は、臨時職員等（パート、アルバイト、派遣）を除く。 

 

    
 

(表５) 

※扶養手当や住居手当など、職員個人の事情による手当は除く。 

200 万円台 300 万円台 400 万円台 500 万円台 600 万円台 700 万円台 800 万円台 
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③ 横須賀市の財政健全化判断比率への影響 

『地方公共団体の財政の健全化に関する法律』における健全化判断比率の指標にある将来負

担比率には、外郭団体の損失補償等に係る債務に対する、市の一般会計等の負担見込額も算入

されます。 

外郭団体では、土地開発公社が公有地を先行取得するために負った負債約 42 億円が対象と

なります。本市の将来負担比率は 62.3％ですが、そのうち土地開発公社の固定負債分は約

0.7％です。 

 

参考：健全化判断比率 

財政の健全化判断比率は、地方の財政運営が行き詰る前に、財政が悪化しつつあることを

警告する数値です。各指標には、要注意を示す早期健全化基準と、危険とみなす財政再生基

準が設けられています。制度の一部が平成 19 年度決算から試行され、平成 20 年度決算から

正式に公表が始まりました。 

財政の健全化判断比率には、以下の４つの指標があります。そのうち、外郭団体の経営状

況等が影響を与えるのは、将来負担比率です。 

 

・将来負担比率  【横須賀市 62.3％】 

地方公共団体の借入金（地方債）など現在抱えている負債の大きさを、その地方公共団体

の財政規模に対する割合で表したものです。（早期健全化基準：350％以上、財政再生基準：

なし） 

 

※その他財政の健全化判断比率 

 

・実質赤字比率  【横須賀市 赤字比率なし（黒字比率 4.17％）】 

地方公共団体の最も主要な会計である「一般会計」等に生じている赤字の大きさを、その

地方公共団体の財政規模に対する割合で表したものです。（早期健全化基準：11.25％以上、

財政再生基準：20％以上） 

・連結実質赤字比率  【横須賀市 赤字比率なし（黒字比率 23.53％）】 

下水道など公営企業を含む「地方公共団体の全会計」に生じている赤字の大きさを、財政

規模に対する割合で表したものです。（早期健全化基準：16.25％以上、財政再生基準：30％

以上） 

・実質公債費比率  【横須賀市 6.4％】 

地方公共団体の借入金（地方債）の返済額（公債費）の大きさを、その地方公共団体の財

政規模に対する割合で表したものです。（早期健全化基準：25％以上、財政再生基準：35％

以上） 

 

＊財政規模（標準財政規模）  地方公共団体の標準的な状態で通常収入されるであろう経常的 

一般財源の規模を示すもので、標準税収入額等に普通交付税を加算した額 
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④ 指定管理者制度 

平成 15 年度の地方自治法改正で、公の施設の管理に指定管理者制度が導入され、地方自治

体や外郭団体だけでなく、民間事業者等も一定の要件のもとに施設の管理者となることができ

るようになりました。 

このことにより、公の施設を管理するために設立された外郭団体といえども、民間事業者等

とサービスや価格の面での競争を経なければ業務を担うことができなくなっています。 

平成 27 年３月末現在、本市の公の施設のうち 34種類の施設で指定管理者が選定されていま

すが、そのうち外郭団体が単独で６種類、共同事業体として４種類の施設で指定管理者となっ

ています。本市の指定管理者に占める外郭団体（単独）の割合は 18％で、そのほかの 82％は

民間の株式会社や社団法人などが占めています。（下記グラフ参照） 

 

  

 

【参考】民間事業者等が指定管理者になっている割合は、全国平均で 73％程度です。 

（総務省「公の施設の指定管理者制度の導入状況等に関する調査結果」平成 24年 11 月） 
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３３  参参  考考  資資  料料  

（１）外郭団体の概要 

平成 27 年３月 31 日現在の各外郭団体の内容です。 

設立目的や主な事業・業務内容は、寄付行為や定款から抜粋して、概略化したものです。 

団体職員数は、常勤役員等、常勤職員、契約職員、臨時職員等（役員を除く。非常勤職員

を含む。）の人数です。 

 

外郭団体の名称、設立年月日、団体職員数、設立目的、主な事業・業務内容（設立年順） 

外郭団体名 （設立年月日） 団体職員数（平成 27 年 3 月 31 日現在）( )内は、うち市 OB職員数：単位 人 

   設立目的 （一部抜粋） 主な事業・業務内容 

１ (一財)シティサポートよこすか 

（昭和 30年９月 23日） 

常勤役員等 常勤職員 契約職員 臨時職員等 合 計 

１(１) 32 (８) ７(０) 155(26) 195(35) 

   横須賀市及びその周辺地域において、

地域住民の暮らしの向上と健康の増進

を図るため、都市諸施設及び都市環境

の整備に関する公益事業及び収益事業

等を行い、もってこの地域の発展に寄

与することを目的とする。 

（1）体育会館及び運動公園等のスポーツ施設の運営 

   管理事業 

（2）自然公園等の運営管理事業 

（3）産業交流に係る施設の運営管理事業 

（4）高齢者福祉に係る施設の運営管理事業 

（5）横須賀市、その他の公共団体から委託された事業 

（6）駐車場等の運営管理事業 

（7）清涼飲料水等の物品販売事業 

（8）宅地建物取引業に係る事業 

（9）地産地消マーケットに係る事業 

 

 

 

２ (社福)横須賀市社会福祉協議会 

（昭和 39年 12 月２日） 

常勤役員等 常勤職員 臨時職員等 合 計 

１(１) 11(０) ７(０) 19(１) 

   横須賀市における社会福祉事業その他

の社会福祉を目的とする事業の健全な

発達及び社会福祉に関する活動の活性

化により、地域福祉の推進を図ること

を目的とする。 

 

 

 

 

 

（1）小学生から高校生までに対する福祉教育事業 

（2）地区社会福祉協議会活動支援事業 

（3）よこすかボランティアセンターの運営 

（4）日常生活自立支援事業 

よこすか市民後見人等運営事業 

（5）民間社会福祉施設の援助及び施設職員の育成 

（6）共同募金事業 

（7）生活福祉資金貸付事業 
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３ (公財)横須賀市学校給食会 

（昭和 44年９月 25日） 

常勤役員等 常勤職員 臨時職員等 合 計 

０(０) ２(０) ３(０) ５(０) 

   横須賀市立学校の学校給食事業の充実

発展とその運営の円滑適正を図ること

を目的とする。 

（1） 学校給食物資として、公益財団法人神奈川県学

校給食会、各学校給食協力会、給食指定業者か

ら全校分を一括購入しています。 

（2） 家庭配付用基準献立表を印刷、配付し、家庭の

給食に対する意識の向上を図っています。 

 

４ 横須賀市土地開発公社 

（昭和 49年６月１日） 
(一財)シティサポートよこすか職員が併任 

 

   

横須賀市の行政施策の遂行上必要な公

共用地及び公用地等の取得、管理及び

処分等を行うことにより、地域の秩序

ある整備と市民福祉の増進に寄与する

ことを目的とする。 

 

公用地及び代替地など下記の土地取得、造成、管理 

及び処分並びに造成地の賃貸を行います。 

（1）道路、公園、学校などの公共施設用地 

（2）道路用地などの取得に要する代替地 

 

 

５ (公財)横須賀市生涯学習財団 

（旧 横須賀市民文化財団・昭和 59 年３月 21 日） 

常勤役員等 常勤職員 臨時職員等 合 計 

１(１) ５(０) 25(０) 31(１) 

   市民の文化活動及び生涯学習活動の振

興を図ることにより、市民一人ひとり

の自己実現を支援し、もって市民生活

の向上と新しい横須賀文化の創造に寄

与することを目的とする。 

 

（1）生涯学習センターの指定管理事業 

施設管理運営事業、市民大学事業、 

文化・生涯学習情報収集提供・学習相談事業、 

学習成果地域活用事業 

（2）横須賀市を知る講座、文化財見学会など教育委員

会共催事業 

（3）市民文化祭など横須賀市からの受託文化事業 

（4）パソコン講座などの自主事業 

（5）市民の文化・生涯学習活動に対する事業助成及び

協賛・後援などの活動支援 
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６ (社福)横須賀市社会福祉事業団 

（昭和 61年 10 月１日） 

常勤役員等 常勤職員 臨時職員等 合 計 

１(１) 29(２) 171 (０) 201 (３) 

   横須賀市と一体となって、横須賀市社

会福祉事業の推進を図り、広く市民福

祉の向上と増進に寄与することを目的

として、次の社会福祉事業を行う。 

(事業は右欄) 

 

 

（1）施設の指定管理事業 

福祉援護センター第１かがみ田苑（就労移行支

援・就労継続支援Ｂ型事業）、福祉援護セン夕一

第２かがみ田苑（自立訓練・生活介護事業）、老

人デイサービスセンター（本町、鴨居及び北下浦）、

老人福祉センター（本町、鴨居及び北下浦） 

（2）施設の受託運営事業 

よこすか障害者就業・生活支援センター 

よこすか就労援助センター、かがみ田苑相談支援

センター、かがみ田苑日中一時支援事業、指定市

町村事務受託法人事業 

 (3) 自主事業 

   横須賀市介護相談センター（本町、鴨居、北下浦）、

みなみ地域活動支援センター、ともしびショップ

の経営 

７ 横須賀中央まちづくり(株) 

（平成３年２月 20日） 

常勤役員等 常勤職員 合 計 

１(１) １(０) ２(１) 

   横須賀市の中心市街地整備の一環とし

て大規模駐車場を設置、運営すること

を目的とする。 

 

市役所前公園の地下駐車場「ぴぽ320」の経営 

 

８ (公財)横須賀芸術文化財団 

（平成３年９月 27日） 

常勤役員等 常勤職員 契約職員 臨時職員等 合 計 

１(１) 16(１) １(０) 67(０) 85(２) 

   横須賀市の文化施設を拠点として、舞

台・音楽をはじめとする芸術文化に関

する事業を実施することにより、横須

賀の芸術文化の創造及び発展並びに文

化的な潤いのある地域社会の実現に寄

与することを目的とする。 

横須賀芸術劇場の管理運営を通じ、次の事業を行いま

す。 

（1）芸術普及事業 

  多彩なジャンルの公演、横須賀ならではの企画公  

   演等の実施 

（2）芸術育成事業 

  専属合唱団の運営、コンクール等を通じた若手演 

   奏家の支援、音楽団体等との共催による団体育成  

   等の実施 

（3）劇場サービス事業 

  劇場友の会の運営、広報紙発行による情報提供、 

   チケット販売、場内営業及び案内等の実施 

（4）貸館事業 

   芸術劇場の利用受付等の実施 

（5）駐車場事業 

   ベイスクエア・パーキングの管理運営の実施 
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９ (公財)横須賀市産業振興財団 

（平成４年 10月 30 日） 

常勤役員等 常勤職員 臨時職員等 合 計 

１(０) １(０) ２(０) ４(０) 

   社会経済の国際化及び情報化並びに技

術革新の進展に対応するため、企業間

の情報交流、人材育成、産業経済情報

の収集・提供、産業経済に関する調査

研究、中小企業勤労者等への福利厚生

サービスの提供等を行うことにより、

地域産業の振興を図り、もって横須賀

市の産業経済の発展に寄与することを

目的とする。 

 

（1）産業振興に関する懇談会、シンポジウム等の開催 

（2）産業経済に関する研修会、講習会等の開催 

（3）産業経済情報の収集及び提供 

（4）産業経済に関する調査研究 

 (5) 中小企業等勤労者への福利厚生サービスの提供 

 (6) 中小企業等勤労者への慶弔給付サービスの提供 

10 (公財)横須賀市健康福祉財団 

（平成６年６月 15日） 

常勤役員等 常勤職員 臨時職員等 合 計 

１(１) 50 (２) 134 (０) 185(３) 

 横須賀市に居住する在宅療養者に対

し、在宅ケアを確保し、その充実を図

るとともに、市民の健康の保持増進及

び福祉の向上に寄与することを目的と

する。 

（1）看護・介護講演会等事業の実施 

（2）高齢者看護相談事業の実施 

（3）本庁第二地域包括支援センターの運営 

（4）よこすか訪問看護ステーションの運営 

（5）よこすか居宅介護支援センターの運営 

（6）よこすかヘルパーステーションの運営 
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（２）外郭団体のホームページ一覧（平成 27 年 10 月現在） 

 

団 体 名 ホームページ 

(一社) 横須賀市観光協会 http://yokosuka-kanko.com/ 

(一財)シティサポートよこすか  http://www.cs-yokosuka.com/ 

(公財)横須賀市学校給食会 なし 

(公財)横須賀市生涯学習財団 http://manabikan.net/index.html 

(公財)横須賀芸術文化財団 http://www.yokosuka-arts.or.jp/ 

(公財)横須賀市産業振興財団 http://yokosanshin.e-yokosuka.jp/index.htm 

(公財)横須賀市健康福祉財団 http://kenkoufukushi.sakura.ne.jp/ 

(社福)横須賀市社会福祉協議会 http://www.yokosuka-shakyo.or.jp/shakyo/ 

(社福)横須賀市社会福祉事業団 http://www.swc.e-yokosuka.jp/index.htm 

横須賀市土地開発公社 なし 

横須賀中央まちづくり(株) http://www.y-machizukuri.co.jp 

 

（３）外郭団体の設立 

 

昭和 30 年設立の(一財)シティサポートよこすか以来、13 の団体が設立されました。その

うち平成 17 年度に(財)横須賀市公園緑地協会が、平成 25 年度に横須賀新港埠頭(株)が解散

し、平成 27 年 10 月現在では、11団体となっています。 

 

外郭団体設立年表 （設立年順） 

外郭団体名 ／ 設立年 昭和 平成 

1 (一財)シティサポートよこすか        

2 (社福)横須賀市社会福祉協議会        

3 (公財)横須賀市学校給食会        

4 横須賀市土地開発公社        

 横須賀新港埠頭(株) 平成 25 年５月に解散    

5 (公財)横須賀市生涯学習財団        

6 (社福)横須賀市社会福祉事業団        

7 横須賀中央まちづくり(株)        

8 (公財)横須賀芸術文化財団        

 (財)横須賀市公園緑地協会 平成 18 年３月に解散    

9 (公財)横須賀市産業振興財団        

10 (公財)横須賀市健康福祉財団        

11 (一社) 横須賀市観光協会        

 

 

昭和 30 年～ 

昭和 39 年～ 

昭和 44 年～ 

昭和 49 年～ 

昭和 59 年～ 

昭和 61 年～ 

平成３年～ 

平成３年～ 

平成４年～ 

平成６年～ 

平成４年～18 年 

昭和 50 年～平成 25 年 

平成 27 年～ 



 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

              

発行：横須賀市総務部行政管理課（行政改革推進係） 

address：〒238－8550 横須賀市小川町 11 番地 

tel：046-822-8276  fax：046-822-7795 

e-mail：pm-pc@city.yokosuka.kanagawa.jp 

URL：http://www.city.yokosuka.kanagawa.jp/0250/20110201.html 

 


